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• 1970年代後半におきたアメリカの静かな

革命の特徴、

（１）生涯においての労働市場で女性が

すごす時間が長くなった

（２）女性の多くが複数のアイデンティティ

をもつようになった

（３）キャリア形成と家族形成が夫とのjoint 
decisionになっていく 2



男性25~44

女性25~44

既婚女性35~44

アメリカの男女別労働力率の変遷
年～ 年

資料出所：Godin, C. “The Quiet Revolution That Transformed Women’s 
Employment, Education, and Family”, NBER Working Paper 11953, January, 2006.
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２０１１年 ９８位

２０１２年１０１位

２０１３年１０５位

5



管理職の女性比率の国際比較
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役職別管理職に占める女性割合の推移
企業規模 以上
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男女別大学進学率のトレンド
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大学入学時 入社時 中間管理職 意思決定ボード

49 45 11 ＜1Japan

出所) McKinsey & Company, Women Matter: An Asian Perspective, June, 2012
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女性人材の浪費は、

「女性は勤続年数が短い」という企業

の思い込みによっておきている
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統計的差別とは

•もし企業が正規雇用者の離職をコストと
みなすならば、将来の結婚や育児の離職
による有無は不確定なコストであるが離
職率の高い女性ほど女性に比べて(予想さ
れる)コストが高いことになる。だから、
そのコストを考慮して雇用や賃金につい
て、男女で差別化することが合理的であ
る(フェルプスの統計的差別理論の応用)

→合理的な差別である。問題は女性側にあ
る。 11



統計的差別への反証

• 予言の自己成就― 女性労働者の離職を予測し
て予防策を立てることが逆に離職を合理的な
選択としてしまい、女性の離職を促進してし
まうこと。

• 逆選択―「情報の非対称性」のもとで一律に
賃金を低くすると、より高い賃金がふさわし
いと思っている女性ほど先に辞めてしまう。

→統計的差別は非合理な結果を生み出す。

女性に男性と同じ能力開発や昇進の機会が
与えられないことが問題。
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自発的に離職する女性の割合の３カ国比較
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大卒女性が仕事を辞める理由
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14



「女性とキャリアに関する調査」
について

•調査対象 年齢 25〜49歳の女性

学歴 短大・高専・大卒以上

地域 東京、神奈川、埼玉、千葉

•調査時期 2011年11月25〜27日
•調査方法 (株)マクロミル登録モニターのインター

ネットを利用したアンケート調査

•回答人数 5155人

＊調査対象者の就業形態の偏りを避けるために『労働力調

査(平成22年)』に基づいた就業形態の割り付けを行った。 15



初職を辞めた理由の変化
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出所：RIWAC調査、2011年
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高学歴女性の働き方の パターン
（全サンプル）
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就職氷河期に入って女性の意識は
変化している

出所：RIWAC調査、2011年
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９７年以降若者の意識は変化したが
個人差も大きくなっている。
•「子供が小さいうちは母親が家にいた方がよい」

2002年以降、若い層で支持派が多くなる

•「男は仕事、女は家庭」は2005年以降に若い

世代で支持派が多くなっている。

反転の要因の７割は、同じ世代のなかでの個人

意識が多様化したことによっておきている

(釜野、2013）

➡伝統的な価値観を支持するひとは、教育年数が

長いほど、若いほど少ない。しかし、同じグルー
プのなかで意識の多様化がおきている。

20



年齢別の男性正社員の個人所得分布の変化
年と 年の比較

出所：『妻が再就職するとき』大沢真知子(2012)p.20

21



シグナリング理論

女性労働者は差別を回避するために、

長時間労働をする

育児休業から早く戻る

結婚を遅らせる

結婚をしない

などのシグナルを送ることになる。

(加藤・川口・大湾、2013）
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大手総合化学メーカーの人事データ分析
からわかったこと

• 育児休業期間が７ヶ月を超えた場合、休業期間が
長くなるほど所得の低下は大きくなる。育児休業後
に短時間勤務制度を利用するとペナルティが大きく
なる。育児休業期間を１年取り、短時間勤務制度を
利用すれば、所得は１７％減少する。さらに、この
休業によるペナルティは、男性の方がより大きい。
男性が３ヶ月育児休業を取ると、７〜１１％の所得
の減少が生じる。

• 育児休業の期間が７ヶ月を超えると所得の低下
（ペナルティ）がみられる。育児休業から７ヶ月未
満で戻り、休業前と同じ就業時間働いた場合は、所
得の低下はみられない。 23



女性が昇進するための要件は長時間労働

女性は年間の労働時間が２２００
時間を超えると昇進の確率は急速
に高まる。（加藤他、

週４９時間以上働く（残業をす
る）ということが、男性よりも女
性において、管理職比率を増大さ
せる要因になっている。（山口、
２０１３） 24



• （１）スポンサーシップの導入

（２）入社後早い時期にさまざま
な仕事の経験をする
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女性人材活用のエコシステム

トップ
コミットメント

女性活躍推進
のためのプロ

グラム
環境整備

・意思決定ボード(CEO)
の

コミットメント

・取締役会のコミットメ
ント

・トップに占める女性比
率

の目標値を定める

・仕事と家族の両立支援
・働く時間と場所の選択

・育児休業前後および休業中に仕事
へ

の移行をスムーズにするための施
策

・時間制約社員が不利にならない評
価
制度の見直し

女性が活躍しやすいための職場風

・メンタリング

・女性のロールモデルづくりや
ネッ

トワーキングを積極的にすす
める

・女性のためのリーダーシップ
研修

を実施し、リーダーになるた
めの
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キャリア意識、ワー
クライフバランス、継
続性と選択肢、
リーダシップ経験

企業文化 機会
制度と運用、組織
構造、評価基準

個人内要因

組織要因

社会要因

社会的規範
社会意識、
カテゴリー化

ジェンダーギャプ

ジェンダーギャップの総合的モデル(本間道子，2010)
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字解消の場合の試算

342万人の女性の潜在労働力（就業希望者）の就労に
より、雇用者報酬総額が７兆円(GDPの約1.5％)増加

出所：内閣府「平成24年男女共同参画白書」

(歳)
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大卒女性の再就職市場がない
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性別役割分業の実態

(分)
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